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大学における主権者教育の可能性と

課題に関する考察

一一政治的シティズンシップ教育の観点から一一

渡辺博明

はじめに

筆者は1990年代末からほぼ毎年、いずれかの大学で 1-2年生を対象に

した政治学の入門科目の授業を担当してきた。そこでは18歳から20歳前後

までの受講者に、政治のしくみや民主主義の意義を説き、生活と政治との

関わりへの認識を促しながら、選挙があれば自ずと投票に向かうような意

識を育もうと努めてきた。しかし、そうした試みがどの程度まで効果をも

つのかという点については、十分に把握しえないまま模索が続いていた。

そのようななかで2013年に龍谷大学法学部に着任すると、同僚との議論

を経て、大学での主権者教育lのあり方について共同研究を進める構想が

生まれた。そして2014年には、政治学と憲法学の教員で「シティズンシッ

プ教育研究会jを立ち上げ、 以後今日まで活動を続けてきている。その成

果については、いずれ共著の書籍として公刊する予定であるが、ここでは

それらの経験をもふまえながら、大学で主権者教育に取り組むうえでの諜

題認識について整理を試みたい。

結論を先取りしていえば、大学での主権者教育においては、学生が批判

的思考力を備えた自律的な市民(シティズン)として成長しうるような機

会を提供することが鍵となるのであり、そのような話、l床での政治的シティ

ズンシップ教育として展開されねばならない。
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論説

以下では、まず il8歳選挙権」の実現とそれをめぐる大学生の意識から

問題状況を確認したうえで、主権者教育としてのシティズンシップ教育の

意義と問題点を整理していきたい。その際特に、この分野で大きな影響力

をもっイギリスの政治学者 Bクリックの議論に着目し、その批判的検討

を通じて、現代日本の大学における主権者教育の可能性と謀題を考えるこ

とにする。

l. 問題の所在

( 1) 118歳選挙権」の実現と政治教育をめぐる論議

日本では2015年6月に公職選挙法が改正され、国政選挙および地方選挙

での選挙権年齢が従来の20歳から18歳へと引き下げられた。他の先進民主

主義国の多くが早くから il8歳選挙権」を実現していたなかで、ょうやく

日本もそれに並んだ形となり 、2016年7月には、法改正後初めての国政選

挙となる参議院議員選挙が実施された。

この制度改正により、新たに高校生のー音ISが投票できるようなることか

ら、それを機に特に高等学校での政治教育ないし主権者教育の必要性が再

認識されることとなった。国もこの点を重視して取り組みを進め、たとえ

ば総務省と文部科学省は、関連分野の専門家を招いて編纂した有権者教育

のための副教材(総務省・文部科学省 2015)を準備し、全国のすべての

高校生に配布した。

こうした動きにともない、高校での政治教育における教師の中立性の問

題や、高校生の政治活動の許容範聞に関する議論が、政治家をも巻き込ん

で展開された(朝日新聞朝刊 2015年8月21日、同2015年9月16日)。また、

中学校での事例も含めて、学校現場でのさまざまな実践の試みも活発化し

た。もちろん、その一部は以前から実施されていたが、 118歳選挙権」に

呼応する形でいっそうの広がりをみせている。さらには、さまざまな取り
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組みを紹介する著作が相次いで刊行されるとともに、来jf誌の特集も含めて

i18歳選挙権jや政治教育をテーマとした著作も多く発表されるように

なっている (飯田 2016、石椅他 2016、岩波新書編集部編 2016、18歳選

挙権研究会 2015、全国民主主義教育研究会編 2016、林 2016、原田 2016、

民主教育研究所 2015)。

他方、選挙権年齢のヲ|き下げをめぐる議論は早くからあったとはいえ、

今回の制度改正については、直接には政府主導で、憲法改ー正国民投票の法整

備がなされた|燦に有権者規定が18歳とされたことに起因しており 2、少な

くとも、若者からの要望やはたらきかけを受けて実現したものではないこ

とにも注意すべきある。むしろ、 一般的には「若者の政治離れ」が指摘さ

れることが多いうえに、後述するような大学生の意識や選挙観からみても、

若い有権者が社会や政治に積極的に関わろうとする傾向が強まったからで

あるとはいいがたい。このような現在の日本において、 主権者教育はいか

にして可能になるのか、またどのようにあるべきなのだろうか。

( 2) i18歳選挙権jと大学生の意識

選挙権年齢引き下げの一方で、新たに有権者となる若者がどのような意

識をもっているかという点については、 筆者が授業のなかで、行った調査か

らもうかがい知ることができる。それは、法改正が実現する前の2014年4

月に、龍谷大学法学部の l年生を対象として、「選挙権年齢を20歳から18

歳に引き下げる案への賛否とその迎由」を尋ねたもので3、164名が回答し、

「賛成」が83、「反対jが74、「その他J(賛否を明言していない、あるいは

賛否の両方の要素を1Jj:記している、等)が7であった。これらの数字の解

釈をめぐっては議論の余地があろうが、全体の45%強が「反対」としたこ

との意味は大き い。すなわち、 制度改正によって新たに有権者となる年齢

の若者で、 しかも法律学や政治学を学ぼうとする学生の半数近くがそれを

望んでいなかったのである。
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その「理由」に関する記述をみてみると、いくつかの間題が浮かび、あが

る。ある程度予想されたことではあるが、まず、「私たちに選挙権が与え

られでも困ります。新聞を読んだりする人にはわかるかもしれないが、ほ

とんどの18歳は選挙に関心がないと思います」、「選挙権年齢を下げたとし

ても、 18歳で政治のことについて考え、自らの意見として投票しようと思

う人は少ないと思う。未成年でもあり、まだ早いと思う。20歳のままでよ

いJというように、自身の状況をそのまま一般化して、政治や選挙のこと

を真剣に考えようとしないものがみられる40

ついで、自身を含む18-19歳の若者の関心や判断力の低さを挙げるもの

もある。たとえば、「高校生や大学生の中にまともな政治の知識をもって

いる者は少ないし、無意味な投票をする人聞が絶対に増える」、「ふざけて

投票する人や、適当に投票する人が出てくるし、いまも若者の投票率は低

いのに、さらに若い人に選挙権を与えても、投票に行かない人が多いと思

う」というような意見である。

なかでも目をヲ|くのが、自身の能力への評価の低さ、自信のなさである。

たとえば、「私は今まさに18歳という年齢なのですが、とてもじゃないけ

れど政党を支持しようなんていう考えはありません。自身の政治に関する

知識が不足していると考えるからです。18歳という年齢では、十分な判断

材料をもたぬまま投票することになってしまうと考えます」というように、

ある種の「真面目さJを感じさせる一方で、、自身には関わる資格がないと

して跨路してしまうタイプである。さらに、選挙での投票を含め、政治に

関わるためには、先に知識や経験を得ておかねばならないと考えるものも

少なくない。そのような発想は、「たくさんの面で経験が不足している若

者に投票させるべきではないと思います。高校を卒業してから経験するこ

とが多くなるので、成人してからの方が適切だと思います。J、「高校を卒

業したくらいでは、しっかりとした意志をもって投票できるとは思えない

からです。大学へ行ったり、就職したり、社会を肌で感じてから考えるこ
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とが大事です」といった記述にも表れている。

龍谷大学法学部の学生が問年代の若者のなかで特別に社会的関心が低い

とも考えにくいことから、 一般的にみても、社会や政治への認識の程度を

理由に選挙に参加しない、あるいはできないと考える大学生は少なくない

と推察される。民主政治への参加をめぐる議論にはさまざまな次元があり

得るが、こう した状況からみて、大学においても何らかの主権者教育を実

施する必要がある といえそうである。

(3 )シティズンシップ教育という視点

選挙が代議制に基づく現代民主政治の制度的な要である一方、投票は、

政党に入ってか活動したり、デモに加わったりすることに比べれば、比較

的コス トが低い政治参加の手段である。社会の構成員が投票を通じてその

意思決定に関わることが議会制民主主義の前提であるが、先にみたように、

少なからぬ大学生が選挙への参加に消極的である。その原因のーっとして、

自身が社会の運営に関与しうる立場にあるという認識が希薄なことが挙げ

られよう。

選挙への参加を促す(より単純にいえば、投票率を上げる)という点に

限れば、投票の方法に|刻する工夫を重ねたり 、主:t剖を設けたりするアプ

ローチもあろうが、ここでの議論の趣旨からすれば、社会を動かす政治に

関わるには、 まずはその社会の構成員であるという自覚をもつことが不可

欠である。そして、それぞれに自らが属する社会をよく しよう と考え、意

見をもち、他者との関係のg:iで何ができるか模索するという意味で、パブ

リックなものの意義を理解した「市民(シティズン)Jになる必要がある

(鈴木他 2005)。そのような市民は、 一定の条件の下で、より能動的に社

会や政治に関与しうる50

ここで、のわれわれの関心も、選挙を含む政治への関与の前提として、社

会との関係で自律的かつ能動的である ような 「市民Jの存在にある。その
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ような市民のあり方 (シティスンシップ)を笑現しようとするのが「シ

ティズンシップ教育Jである6。この分野の代表的な研究者の一人である

水山光春によれば、それは「シティズンシップのための教育、すなわち見

識があって和極的な市民になるためにシティズンシップを獲得するプロセ

ス、ならびにそのプロセスを支える教育的な営みの総体Jを指す(水山

2008目 195)。このように、 シティズンシップ教育の射程は広いが、 主権者

教育もその一環として位置づけられるといえよう。

もっともこの点については、数年前に政治学者の佐々木毅を座長とする

総務省の í~.1時啓発事業のあり 方等研究会J が整理 したもの、すなわち、

「社会参加に必要な知識、技能、価値観を修得させるJというシティズン

シップ教育のなかでも特に「市民生活と政治の関わりjを教えることを主

権者教育とする (総務省 2011: 7)、というとらえ方と基本的には一致す

る。ただし、ここでは、同報告書が「自立した主権者をつくることを 目指

(す)J(下線は引用者)としていることに関わる問題を掘り下げる点や、

主権者教育一般ではなく 、特に大学生を対象にした場合の可能性や条件を

検討していく点で、議論をより深めうると考える。特に前者について、シ

ティズンシップ教育ない し主権者教育は、自律的に考える ことを (他者

が)教える、という意味で矛盾を含むものである。これは、教育が規律や

抑圧の契機を含まざるを得ないという根源的な問題にも関わっている。以

下では、これらの点をも意識しながら、今日の大学での主権者教育を考え

る際の基本的な方向性を明らかに していく 。

2 シティズンシップ教育と政治的 リテ ラシー

( 1 )ク リックのシティ ズンシップ教育論

日本でシティズンシ ップ教育が注目され、 さまざまに論じられるように

なったきっかけと しては、それがイギリスで2002年から中等教育における

(llU法 18)50-'1. 328 (2158) 
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必修科目とされたことが大きい。また、その改革が実現した背景には、

1997年に発足した労働党 T ブレア政権が重点領域に掲げた教育政策の一

環として設置した「シティズンシップ教育に関する諮問委員会Jが、 1998

年に最終答申として、「学校における民主主義とシティズンシップのため

の教育J(Advisory Group of Citizenship 1998)を発表したことがあった。

この委員会の座長を務めたのは、著名な政治学者で、当H守の教育大臣 D

ブランケッ トのかつての師、 Bクリックである。「クリック・レポート」

と呼ばれるこの報告書は、以後国外でも注目されるようになり、日本でも

このテーマを論じるほとんどの者がク リックの議論にふれるようになって

いる70

クリックは、政治哲学や政治理論に関する研究の一方で、、 1970年代から

政治教育の重要性を認識していた。当時、政治参加と民主主義の発展を目

指す非党派組織「ハンサード協会」から委託されたliJl'究プロジェクトの成

果を教育学者A.ポーターとと もにまとめた論文集 『政治教育と政治的リ

テラシーj(Crick / Porter eds. 1978)において、すでに彼は、全国共通

の社会科のカ リキュラムに政治教育を導入するよう主張していた。

クリックのシティズンシップ教育論については、日本でも翻訳の出版を

含めて多くの紹介があるが、ここでは本稿の目的との関係で要点のみを整

理しておく 。まず、クリックは、シティズンシップ教育には、社会的・道

徳的責任、社会参加、政治的リテラシーの三つの側面があるという。すな

わち、第一に、権威あるものに対しでも、対等なものに対しでも社会的 ・

道徳的に責任のある行動がとれるよう学ぶこと、第二に、自らが属する地

域社会の営みを知り、それに貢献しうる関わりをもつよう学ぶこと、第三

に、公的生活 (publiclife)について学び、それに影響を与える方法を学

ぶこと、である(ク リック 2011: 20、AdvisoryGroup of Citizenship 

1998: 11-13、長沼 ・大久保編 2012: 121-125)。

このように、クリックの議論は、政治教育に関するもののなかでも、特

(llUi1; '18) 50-'1. 329 (2159) 



論説

に参加の意義を強調する。そして、議会や憲法制度に関する知識の伝授だ

けでなく、社会的な事象を自身で理解し、判断するための技能や態度に関

わる「政治的リテラシーjの重要性を指摘し、かっそのj函養のための努力

を制度化するよう求めている。また彼は、 シティズンシップ教育が学校以

外の要素にも影響されることを認めつつも、まずは学校において上述の諸

課題に取り組むことが不可欠だと考えていた (ク リック 2011: 24-25)。

( 2 )政治的リテラシー

次に、ク リックの議論の中でも、特に公的生活への関わり方を学ぶうえ

で重要になる「政治的リテラシー」に注目しよう。その基本的な内容と意

義に関するク リックの見解は、 1970年代から2000年代に入る まで基本的に

は変わらない。彼が考える政治的リテラシーとは、それぞれが関連しあっ

て発達していく 三つの要素、すなわち、知識 (know]edge)、技能 (skill)、

態度 (attitude)の複合体である。それは一定の知識の修得を前提とする

ものの、「政治的リテラ シーが身につくと、特定の争点をめぐって自分で

なにかをしようとするとき、効果的に、かつ他人の誠意や心情を尊重しな

がらことにあたれるようになるJ(ク リック 2011・89)とされる。クリッ

クは1970年代から政治的リテラシーの構成要素を樹形図で表していたが、

その頂上部分は、「さまざまな反応、政策、 利害関係に関する認識」を介

して「争点の認知」へとつながっている (Crick/Porter1978・42-43、ク

リック 2011: 102)。

また、上述の点と関連して、クリ ック ・レポートの最後の部分では、

「意見の分かれる争点をどう扱うか」という項目にかなりの紙幅が割かれ、

その難しさを指摘しつつも、あえて考えさせる機会を与える ことが重要だ

としている (AdvisoryGroup of Citizenship 1998 : 56-61、長沼・大久保

編 2012: 199-208)。そこでは、政治的 リテラシーが、児童 ・生徒が知

識 ・技能 ・価値を通じて公的生活において自身が有用な存在となるための

(龍法 18)50-4. 330 (2160) 
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手段について学ぶことであり、政治に関する単なる知識より広いものであ

るとされている (AdvisoryGroup of Citizenship 1998 : 13. 40-41、長

沼 ・大久保編 2012: 124. 175)。

また、政治的リテラシーについては、他の二要素(社会的 ・道徳的責任、

社会参加])と比べても、特に能動性、行動への意欲が鍵になると想定され

ており(ク リック 2011: 100)、具体的な争点との関わりのなかで、|航機

応変に発揮されるような力を高めることが目指される。すなわち、具体的

な争点を知り、関心をもっとともに、それを行動につなげることが重視さ

れているのである。

(3 )政治的シティズンシップ教育

シティズンシップ教育は、そのlilIlJ週や方法を含めてそれが展開される具

体的な文脈に影響される部分が大きく、その意味では状況依存的な性格を

もっ。イギリスの教育学者J ベックによれば、1970年代の政治教育論は、

自律的な「市民」というよりも政治的権威に対して従順な「臣民Jという

性格を色濃く残す当時のイギ リスの政治文化を前提にしたものであったと

される。同国で1970年に選挙権年齢が18歳に引き下げられたことは、若者

の無関心と過剰な行動主義の両方へのおj応であったが、クリックの議論は、

若者に対 し通常の政治過程への責任ある関与を要請するという点で、どち

らかというと規律重視の傾向にあったという (Beck2012 : 3-7)。

この点に関連していえば、「政治教育」に代えて「シティズンシップ教

育」の語が用いられるようになっても、あるいは、イギリスのナショナ

ル ・カリキュラムにせよ、1:1本での省庁主導の試みにせよ、それが国家的

に展開される場合には、公的な教育制度を通じて特定の目標を追求する動

員型教育につながる恐れが生じる。これは多くの論者が指摘するところで

あり、たとえば、高校でのシティズンシップ教育の試みにおいて多くの実

績を残している社会科教諭の杉浦真週lも、そのことを警戒して、 にじから

om法 18)50-4. 331 (2161) 
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のシティズンシップ教育Jに対する「下からのシティズンシップ教育Jの

重要性を説く 。それによると後者は、政治的リテラシーを高めることを通

じて「個人の尊厳 ・権利を活かす方向で、社会を認識し、アプローチする

ことができる生徒を育成する」ことであり 、それが「真のシティズンシッ

プ教育Jだとされる。教育思想研究者の小玉重夫も、シティズンシップ教

育の「政策化Jが動員教育に容易に転化しうる危険性を指摘するとともに、

クリックの議論においては、政治的リテラシーの重視がそれを避ける鍵に

なると評価している(小玉 2010: 45-46)。

この点について、クリ ック自身は1990年代初頭の時点で、「…・・ 『政治

教育jという狭い考え方を脱して、 『政治的リテラシ-jを取り入れたシ

ティズンシップ教育という広い考え方へと進むことになったJ(クリック

2011 : 137)と述べている。さらに、 2000年に新旧の論稿を集めた著書を

刊行した際にも、その「序言」において、自身の1970年代の「政治教育J

のとらえ方は狭すぎて、 (1990年代以降の)Iシティズンシップ教育」のほ

うが「公的な舞台において、!蹴責上の場合であれ自発的な場合であれ、共

通善のために権利を行使し、義務を果たす能動的で、参加的な国民jという

古来の伝統からみても望ましい、との見解を示している(クリック

2011 : 3-4)。

また、上述の論集で書き下ろした第 l主主においては、先述のシティズン

シップ教育の三要素、すなわち「社会的 ・道徳的責任」、「社会参加J、「政

治的リテラシ-Jのうち、高年次になるにつれて後二者の割合が高まって

いくとも述べている (同上・ 23)。われわれも、政治に関わる部分が大き

くなり、特に政治的リテラシーの向上を重視するようなシティズンシップ

教育のあり方を「政治的シティズンシップ教育」としてとらえ、大学にお

ける主権者教育の基礎をなすものとして考えたい。

(能法 18)50-4. 332 (2162) 
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3. シティズンシップ教育をめぐる論点

( 1 )学校教育と権力

シティズンシップ教育については、先にふれたように、それが国家プロ

ジェクトとして政策的に展開されると、上からの動員教育という性格を帯

びることになりがちであるといえる。たとえば、総務省と文部科学省に

よって準備された2015年の副教材(総務省・文部科学省 ・2015)において

も、行政学者の新藤宗主;さが指摘するように、政治参加を説く 一方で、現代

民主制の基本で、もある権力と自由の問題についての記述は欠けている。*Jf

藤によれば、現実の政治が生み出している社会関係の意味を問うこと なく 、

政治の決定とそれに従うのであれば、「体力の決定とそれにもとづく政治

の営みに異議申し立てすることのない 『従}JI則な人聞をつくるのに等し

いJのであり、「はたして、これで 『主権者教育』といえるのだろうかj

ということになる(新日長 2016: 13-15)。

この点については、おそらく省庁の側もそのような批判があり得ること

を認識しており、副教材の編纂にあたっては、上述の「下からのシティズ

ンシップ教育」を説く高校教諭の杉浦や、政治的中立の問題に関わって政

府が学校教育の現場への統制を強めることに反対する林大介らを 「作成協

力者」として招いていた。また、その内容も、基本的に対話や討論を重視

し、地域の諜題を見つけることや、政党の立場を比較することなどを通じ

て、生徒自身に現実に即 して考えるよう促すものになっており 、JlII念や制

度に閲する知識の獲得を優先する学習方法からははっきりと距離がとられ

ている。それでも新藤が指摘するような面がみられるのは、おそらく、そ

れが学校教育と して推進される以上、必然的にともなわざるをえない特性

ゆえであろう 80

かつて 1.イリ ッチが指摘したように、教育がもっぱら学校によって担

われる形で制度化された現代においては、子どもの保護、教化、 選抜が大

(jlliiよ"18)50-4. 333 (2163) 
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規模に行われることにより社会統制と人間の疎外が進む面があることは否

定できないだろう (イリッチ 1977)。教育を学校制度から解放するという

イリ ッチの主張がどこまで実現可能かは別としても、シティズンシップ教

育を考える|際には、「教育」ないし「教える」という営みそのものの意味

を問い直さざるをえない。M.フーコーがいうように、3)!代においては

「真理Jないし普遍的に価値があるとされるものが学校を含む公的な諸制

度を通じて生み出されており、そこに権力がはたらくのである (フーコー

1984)。そのような社会にあって、自律的に行動しうる市民は、少なくと

もそうした椛力関係を認識し、自らが置かれた状況を客観視できる存在で

なければならない。その点で、とりわけ政治の領域に関連したシティズン

シップ教育も、権力作用に対して批判的な視点をもつことを可能にするよ

うなものでなければならないといえよう。

( 2) r意識化Jを通じた批判的視点の確保
ここで「教える」という行為に注目するとき、その意味を最も根源的な

レベルで問い直そうとした論者として、ブラジル出身の教育者で社会運動

家でもあった P.フレイレが挙げられる。フレイレは、所定の内容を教師

が生徒に一方的に伝授していくような教育のあり方に反対し、それはあた

かも器に物を入れていくような行為であり、生徒の人間性を軽視すること

につながるとして厳しく批判した9。彼によれば、そのような教育のもと

で受動的な態度を身につけた生徒にとっては、世界は変革しうる対象とし

ては感じられず、所与の現実に順応するしかないととらえられてしまう。

すなわち、「知識を詰め込めば詰め込むだけ、生徒は自身が主体となって

|世界に|拘わり、変えていくという批判的な意識をもつことができなくなっ

ていく」のである(フレイレ 2011: 83)。

フレイレが提起するもう一つの主要論点であり、政治的リテラシーとも

深く関わるのが「意識化」の作用であろう。その活動の初期にブラジル北

(目包法 18) 50-4. 334 (2164) 
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東部で識字率の向上に取り組んだフレイレは、文字通りの「リテラシー

(読み書き能力)Jの獲得を通じて、人が自らを取り巻く世界を意識し、そ

こに働きかける可能性が生まれるという原理を重視する。言葉や文字を用

いて自己と世界とを同時に省察できるようになることで、見えていなかっ

たものに意識が向かい、その変革の可能性も含めてそれらを対象化しうる

のである (向上 106-107)。

フレイレにおいては、 意識化によ って自 らを取り巻く環境へのはたらき

かけの可能性が生まれるという議論が、 一方的な知識の伝達や詰め込みに

対置される「対話的教育」へとつながる。それはさらに、「教える教師J

と「教えられる生徒Jという絶対的な区別を超え、ともに言葉を介して世

界を引き受け、見出した問題のWloi:犬を目指す「自由の実践としての教育」

に向かいうるとされる (向上:第3掌)。

フレイレの議論は、 1960年代のラテ ンアメリカで生まれたものであるが、

それにもかかわらず、上述の「意識化」をめぐる基本的な理論枠組みにつ

いては、半世紀を経た現代においても通用する部分が少なくない。本稿で

のわれわれの関心からいえば、「政治的リテラシ-Jのj函養を通じて、批

判的な思考を喚起しつつ、現実の社会や政治への理解を深めることが、そ

の変革を含めた主体的な関与につながりうるという認識を引き 1':1:1せる点が

重要である 10。

教育社会学者の里見笑は、フレイレが伝統的な教育や知識人のあり方を

厳しく批判しながらも、その役割を否定しているわけで、はないという。里

見によれば¥世界を対象化しつつ、それを現笑の行為によ って変えていく

ためにも、人々が自らの認識から発して、それを釆り越えていくような学

びの過程が組織されることが必要だという (里見 2011: 29)。シティズン

シップ教育が学校という場で「教育」としてなされる以上、ここでみたよ

うな問題点を完全に克服することはできないが、そのことをト分に自覚し、

一方的な知識の伝授という発想を釆り越える努力を統けるべきであろう。

(百包法 18) 50-4. 335 (2165) 
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(3 )シティズンシップ教育における「主体化J

シティズンシップ教育をめぐる議論には、それを「教える」ことの原理

的な矛盾を指摘し、「学ぶ」ことの重要性を説くものある。オランダ出身

の教育哲学研究者 Gピースタは、民主主義を支える学びのあり方を重視

し、「シティズンシップの教授」から「民主主義の学習」への転換を唱え

る。

ピースタによれば、シティズンシップ教育は、公共圏の衰退に起因する

民主主義の危機への「せいぜい部分的な対応Jでしかない(ピースタ

2014 : 10-11)。彼は、シティズンシップ教育の意義をすべて否定するわけ

ではないが、その「社会化」の構想に反対する。それは、共通の内容を国

家による政策として社会全体に行き波らせようとすることを意味しており 、

社会的・政治的秩序の再生産に関わる教育の役割を強調し、個人の既存秩

序への適応を要請するものであるという。ピースタは、これに「主体化」

の構想を対置するが、それは未来に向けて聞かれた進行中のプロセスとし

て考えることを重視するものであるという (向上:4. 227-228)。そして、

「主体化の構想は、民主主義の実験への|刻与を通して、政治的主体と民主

的な主体性が促進され、また支えられるという、より閤難で複雑な方法に

明示的な焦点をあてる」とされる 11 (同上:236-238)。

また、ピースタは、シティズンシップを同質性の高いコミュニティ ーに

結びつける傾向に批判的で、、民主的なシティズンシップには多様性と差異

が重要であるとする。彼は、社会に適応し、統合的に行動することに結び

ついた「よきシティズンシップ」という観点からの「社会化」ではなく、

市民学習の主体化が重視されるべきであると主張する。すなわち、あらか

じめ想定された基準によって「よき市民」を「生産Jすることはできない

のであり 、シティズンシップ行使の「許可jの前に、知識 ・スキル・性向

のまとまりを得ておく必要があるわけではないという (同上 :238)。これ

は、政治的リテラシーの重要性に着目するわれわれにとって、その獲得が

(官官法 18) 50-4. 336 (2166) 



λザにおける王権者教育の可能tlと諜氾iにl刻する考察

シティズンシップの共通の前提になると安易に想定しすぎることへの注意

を促すものとなる。

他方で、民主主義が学校と社会で、学ばれる方法に焦点を当てるピースタ

の議論においては、子ども、若者、大人の日常生活を構成するプロセスと

実践に関わる民主的な質が重視され、成人教育、生涯学習までが想定され

ている(ピースタ 2014: 2-3)。笑践の重要性の指摘と並んで、、それが長

期的な過程であるという理解は、大学における取り組みの立義を認めるこ

とにもつながっている。

4. 大学における主権者教育

( 1 )政治的シティズンシップ教育としての主権者教育

これまでみてきたように、現代の主権者教育においては、民主政治と選

挙の重要性を説いて投票を促すだけではなく 、社会の構成員たる市民を育

むシティズンシップ教育として展開することが求められるといえる。とは

いえ、シティズンシップ教育が、特定の「よき市民」像を設定し、そのた

めに必要な自III値や規範を教授するという発想では、教えられる似IJの立場を

無視 した動員型教育になりかねない。 その点で、 よ り 1~f.J かれた民主的決定

の過程を前提とし、自ら考え、判断して行動しうる市民に必要な政治リテ

ラシーを高めていくことが不可欠となる。加えてク リックのシティズン

シップ教育論においても、 比較的高年次になるほど(社会的 ・道徳的責任

に対して)社会参加と政治的リテラシーの比重が増すとされていたように、

特に大学における主権者数育を考える場合には、政治的リテラシーの向上

を重視したシティズンシップ教育、すなわち、政治的シティズンシップ教

育として行なうことが基本となる。

その一方で、本稿ではフレイレの教育論から、リ テラシーの獲得に基づ

く「意識イじ」を通じて批判的視点が概保される という見方を学んだ。政治

(能法 "18)50-4. 337 (2167) 
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的リテラシーについても、それが自 らをとりまく社会や政治を対象化し、

自身との関係を自覚的に考慮することを可能にするからこそ重要なのであ

る120そのことによって、現実に対して疑問や不満を抱いた場合には何ら

かのはたらきかけを行なうことが可能になり、主権者として政治や社会に

関与することができるようになるのである。

また、ピースタの議論からは、教師がシティズンシップや政治的リテラ

シーを教えること以上に、市民自らが民主主義の担い手となるために学習

することが重要であるという視点を得た。学習者が実践的な経験を通じて

現実の社会や政治に主体的に関わることを学ぶ機会が不可欠であり、その

ような条件を整える必要がある。

さらに、フレイレとピースタの両者に共通するのが「教える」という行

為への深い省察であり 、教師が知識を一方的に伝授するようなタイプの教

育への批判である。自律的で能動的な市民となるために必要だとされる政

治的リテラシーについても、それが普遍的でたしかな内容をもっとは限ら

ず、 単純な意味で、教師から生徒・ 学生に伝授できるものでもないというこ

とは確認されるべきであろう。教師ないし教育ブログラム策定者は、「教

えるJという行為そのものが自律性や能動性の発展を阻害する契機を含む

という点を認識せねばならない。また、フレイレのいう「対話的教育」や

ピースタのいう 「学習の主体化」は、生徒・学生が市民として成長するこ

とを期待する一方で、、教員の側にも、教育の相互行為を通じて自らが変わ

り、成長していく姿勢が必要だということを示すものでもある。

(2 )主権者教育の時期

ここで、現代の日本の大学で主権者教育を試みる場合の条件を考えてみ

たい。

まず指摘すべきは、 118歳選挙権」の経験が長い固においては、 主権者

教育は比較的早い時期に行われるべきだと考えられていることである。た

(拠法 '18)50-4. 338 (2168) 
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とえばクリック ・レポートにおいても、イギリスで「キーステージ4Jと

位世づけられる第10・11学年 (14歳から16歳まで)が終了するH寺点までの

シティズンシップ教育が想定されている。そこでは、それ以降の18歳まで

の2学年についてさえ検討の範聞外と され、 同レポー トで示されるシティ

ズンシップ教育の内容が継続されるべき との提言にとどまる(長沼 ・大久

保編:151-156) 130 

もちろん、日本でも rI8歳選挙権」の実現以前から、中学校や高等学校

での取り組みの事例は多く 、さまざまに紹介されてもいる(明るい選挙推

進協会編 2016、大友 ・桐谷編 2016、全国民主主義教育研究会編 2014、

杉浦 2008、杉浦 2013、日本シティズンシップ教育フォ ーラム編 2015: 

第E部、橋本編 2014)。他方、大学では、近年の「アクティブ ・ラーニン

グJ導入の動きにともなって独自の取り組みがなされるようになってはい

るが、元来高等教育 ・研究機|刻であったこと から、主権者教育ないしシ

ティズンシップ教育の試みは比較的少ない140 しかしながら、すでにみた

ように現状では、少な くとも18-19歳の大学生に自身の生活が政治に結び

ついていることを理解したう えで、選挙の意義について考える よう促すとい

う意味での主権者教育は必要になっている。

118歳選挙権」は、高校の社会科-教育の現場にも、「高校2年生終了時ま

でに主権者としての公民的資質の育成を完成させることが求められるj

(問中一裕 2016: 103) という緊張感をもたらしている。しかし、これま

でも高校卒業あるいは大学入学以降に体系的な教育 ・学習の機会が設けら

れていたわけではない。「解決が容易ではない問題に取り組むために試行

錯誤を繰り 返し主体的に学習に取り級むプロセスや、他者とのコミュニ

ケーションのなかから I~I 分の立見を再構成 してい くプロセス 、 論理的な思

考に基づく意思決定のプロセスなどを取り入れた」 主権者教育が求められ

る(向上:103-104)、という点は、現在の大学にも当てはまる といえよう。

(自d法 '18)50-4. 339 (2169) 
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( 3 )日本の大学における主権者教育の可能性

主権者教育ないし政治的シティズンシップ教育については、高校と大学

が (場合によっては、小 ・中学校や、成人教育も含めて)ともに取り組む

べきものであることが前提となるが、大学には固有の条件もあるため、そ

れをふまえて展開されることになるであろう。そのことに関連して、さし

あたり次の二点を指摘しておきたい。

その一つは、大学生の時期や立場に関係する。大学生は、学校外の世界

との接触が広がり、アルバイトを通じた社会経験も増えるなどして、中学

生や高校生に比べれば、実社会、ひいては政治の動きとの関連が強まる環

境に置かれている。それゆえ、たとえば、アルバイトや就職活動と結びつ

けて労働について考える、あるいは、結婚や家族形成の可能性を含めて生

活条件を考えるよう促しながら問いかけた場合に、それらを自身の問題と

して捉えやすい。ピースタをはじめ、本稿で取り上げた議論のいくつかが

指摘するように、能動的な市民としての能力は実践的な活動を通じて高め

られるが、大学生の時期にはそのような機会を設けやすい而があり、それ

を積極的に利用すべきであろう。

もう一つは、大学での学問の特性に関連する。大学生は、義務教育およ

び進学率が97%を越える (文部科学省発表)高校での教育を終えた後、自

らの意思で進学してきている。もちろん、大学への進学率も高まり 、その

大衆化ともいうべき事態が生じている今日にあって、その点に過度な期待

を抱くことはできないが、 (理周のうえでは)学問的な水準として、自身

の思考や行為の意味に関する考察を促すことも可能な段階にある。特に社

会科学的な関心を抱いて関連する学部に入学してきた学生には (大学への

進学者が多数派となる中でその自覚は弱まっている傾向にあろうが)、認

識の構造自体を問うことはむしろ必要でもあろう。また、国および地方の

公的機関の管理下で共通カリキュラムの実施が求められる高校と比較すれ

ば、大学においては、政府の権威や権力作用、学校制度のあり方自体を問

(能法 18)50-4. 340 (2170) 
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い直すという批判的な思考の重要性を諮りうる条件も整っている。

他方で、大学はその学問的な専門性ゆえに、多数の学生を対象に、統一

的なプログラムを実施するには向かない。また大学は、教育機関であると

同時に研究機関でもあり、教育聞に割ける時間や労力にも限りがあるため

(この点もかつてに比べれば、教育にカを傾注することの必要性が認識さ

れてきているが)、その点での制約もある。

シティズンシップ教育に関しては、大学でも、基礎科目や専門科目の講

義、演習、少人数の発展科目など、目的や規模をー異にするさまざまな授業、

授業外のイベン トや学生の自発的な活動への支援などを組み合わせながら、

社会科学系の学問に携わる者を中心に、各分野の教員がそれぞれに意識し

て展開していくことが望まれる。また、関連分野の教員には、政治的リテ

ラシーの向上を重視したシティ ズンシップ教育と しての主権者数育に、そ

れぞれが可能な形で取り組むことが期待されているといえよう。

おわりに

本稿では、 18歳選挙権の実現やそれをめぐる日本の学校制度の動向と結

びつけながら、大学における主権者教育の可能性と課題について検討して

きた。その過程で、高等学校や中学校におけるシティズンシップ教育を意

識した実践については、社会科を中心とした教育現場での教員の努力も

あって、相当な蓄積があることが雌認できた。他方で、選挙権年齢の引き

下げを受けて高校まででの取り組みがさ らに進むと しても、それが短期間

で若者の意識や行動様式を劇的に変えることになるとは考えにくく、大学

での主権者教育の余地は残り続ける。また、大学生の年齢において必要な、

あるいは可能になる部分もある。さらにいえば、所与の知識を伝授すると

いう発想だけでは主権者教育が成り立たないとしても、逆に、政党のはた

らきやメディアの見方を伝えるなど、大学の講義科目がそれに資する余地

(能t去18)50-4. 341 (2171) 
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もあり、その部分は関係者が自覚的に改善していくべきであろう。

本稿では、大学で主権者教育を笑施する|努の課題について整理したが、

そこでなしえたのは、最も基本的な原理や方針を確認することにすぎない。

政治的リテラシーの内容や、社会参加の実践的な活動については(官頭で

紹介した研究会のメンバーが関わってすでに実施されているものもあると

はいえ)、今後の努力に委ねられる部分が大きい。

十分に学んでいないから投票できない、と考える人に、投票する経験を

通じて学ぶことこそが重要だと理解してもらうのは難しい。そのことを直

接伝えようしすぎると、自律の大切さを説く教育が、かえって自律を阻害

する結果にもなりかねない。この点について、一人の教員が短期間に状況

を変えようとすることには無理がある。教員と学生との相互行為を含め、

複数のアクターが関わる複合的な過程のなかで市民ないし主権者としての

成長がもたらされると考えるべきであろう。そのような認識のもとで、大

学での主権者教育の取り組みを構想し、試行錯誤を重ねていく必要がある。

注

1 i主権者教育Jという言葉を使う場合、「主桜者」の概念が、選挙権年齢に達
しない国民をも含むという点で「有権者」より広い一方、論理的には在日外国

人が含まれなくなるという問題もある (1苫下 2016: 4， 14-15) 0 I刻述して、今

日の主将;者教育においては「主権者」の意味自体が附われるべきであるという

指摘(中 2017: 71-72)も重姿であるが、ここではそのことを雌認するにとと

めたい。

2 2006年から始まった定、法改正のための国民投票法の制定をめくる議論におい

て、 18歳選挙権の実現を条件に与野党の合意がなされたという経緯があり、実

際に2007年に国民投票法が成立した際に、(笑際には遅れることになったもの

の)3年以内に18歳選挙権を笑現することが附則に加えられていた(問中治彦

2016 : 4-5)。

3 調査を築総した「現代社会と政治」は、法学部の 1年生が全員受講するもの

で、全体を学籍番号で三つに分けて笑施している授業の一つを筆者が担当して

いた。したがって、調査対象については、日程谷大学法学部 l年生という以外に

属性による追いはない。また、初l査日が4月22日であったことからすると、 7
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-8割が18歳、それ以外の多くも19歳で、 20歳以上の者がわずかに含まれると

いう状況であった。

4 ここでは、 学生が記述したものをそのまま転記して紹介している。文語体の

ものと口語体のものが混在するのはそのためである(以下、同様)。

5 rl1民の資質についてはさまざまな議論があり得るが、たとえば、教育学者の

中山あおいは、 EUでの議論も参照しつつ、その条件を知識、技量、態度など

にまE理しながら、さまざまな レベルでの環境変化に対応しうる市民の能力とし

ての「アクテイブ ・シティズンシップ」を重視している(中LLI2010 : 16-21)。

6 rシティズンシップ」の誌は、文脈によって、(市民であることに関わる)技
量 ・態度、権利、資絡 ・地位などさまざまな次元で使われてきているが、ここ

では主権者教育への|瑚心から、特に資格や地位という側而(たとえば、国籍と

結びつく「市民権Jを治、l床する場合)については、一旦考慮の対象から外すこ

ととする。

7 イギリスにおけるシティズンシップ教育の導入過程およびクリック・レポー

トの内容の整理については、 [fi坂烏 2014Jおよび[長沼・大久似編 2012 第

二編第三章]が詳しい。また、後者の第三編には、クリック・レポートの(付

録資料を除く)全訳が収められている。

8 同副教材については、このような問題点を指摘しうる一方で、それを自覚し

つつも、この機会と素材を紋大 IIJ~に活かして主体的に主権者教育を実践しよう

とする試みもなされている (おまかせ HR研究会 2016)。こうした現場の教

師たちによる柔軟な対応は、それ自体として許制されるべきであろう。

9 フレイ レの主著『被j!1I圧者の教育学j(原著はポル トガル諮)においてこの

ような教育のあり方を表すキーワードは、日本認では「銀行型教育J([フ レイ
レ2011J三砂ちづる訳)ないし「預金型教育J(里見 2010)と訳される(英語

では ，'Banking' Concept oE Education")。教育者を預金者、生徒を通l岐に見

立てた比l聡表現であるが、 ー|ー分に説明しないとわかりにくいので、ここでは同

書のなかで・使われる別の例えをmいている(フレイレ2011: 79， 99)。
10 教育と民主主義をテーマに研究を続けるイギリスの社会学者 P.カーらも、

「意識化Jをめぐるフレイレの議論の影響を受けながら、認識論的な解放の重
要性という観点から、政治的リテラシーの向上が民主主義の発展に不可欠だと

論じる (Lund/Carr2008、Carr2013)。また、ノルウェーの教育学者 Iζ

ヴェスト レイ ムは、(多文化主義と民主主義の関係を論じる文脈で)言語と行

為の関係に着目したフ レイレの議論から、批判的な政治的!J:織の生成が、新自

由主義的、1'11坊主義的な教育から距離を置くうえで重要だと指摘している

(Westrheim 2012 : 221-223)。

11 小玉重夫は、「考える市民を育てる」という観点から、ピースタの議論を評
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価する(小玉 2015・14)。すなわち、教niliが知識を与えるのではなく、間いを

発し、明確な答えのない問題を考えるよう促すことによって、学習者が、それ

自体が不l折の生成の過程である民主主義の営みに加わることが重要なのである

(ピースタ 2016:第4:t;'i:)。

12 アメ リカの法学者 Fゲイ ルは、個人の自l主!と社会的正義を維持する リテラ

シーの役割に注目 し、 裁判を通じた 「正義」の構成的性質を強制する。言語学、

言説分析をふまえ、批判的リテラシーとしての政治的リテラシーの重要性を指

J商している (Gale1994)。

13 ちなみにクリック自身はその後、「シティズンシップ教育における大学の役

割」についてもふれているが、そこでは大学生自身に対するものというよりは、

むしろ教員になる大学生を中心に、シティズンシップ教育について学んだ学生

が社会に出てそれを伝えることで、シティズンシップ (教育) を重視する文化

を形成するという役割を期待している。

14 この点に関連して、大学生と高校生の交流を通じて双方の社会認識を深めよ

うとする試みがいくつかみられる(石橋 2014、中編 2017、杉浦 2014)。龍谷

大学法学部においても古紙逃が、特別講義の枠を利用し、大学生が特定の社会

問題について調べた後に、 付属高校の生徒を招いて討論型のワークショップを

開催する取り組みを行なっている。その詳細については、「シティズンシップ

教育研究会jの活動成果を諮絡にまとめる|努に紹介される予定である。
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